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１ 公募の趣旨 

１．１ 目的 

     ２０２５年春卒業予定者をはじめ、２０２４年春卒業者、転職希望者、UIJター

ン希望者、留学生など、県内外の求職者を対象に、とやま呉西圏域内（高岡市、射

水市、氷見市、砺波市、小矢部市、南砺市）における企業の人材確保を図るため、

とやま呉西圏域連携就業マッチング支援事業業務委託（以下、「本事業」という。）

を実施する。この目的を達成するため、公募型プロポーザルにより、提案事業の有

効性や実行性、参加者への事業の周知能力などを総合的に評価し、質の高い業務を

行うもっとも適切な事業者を選定する。 

 

１．２ 委託業務の履行期間 

     契約締結の日から令和６年３月 31日まで 

 

１．３ 委託業務の範囲 

 (1) 業務の内容 

   ① 就業マッチング支援事業 

     本事業の受託者は、とやま呉西圏域内企業と求職者の就業マッチングを図る

ため、対面による企業説明会を開催する。 

また、企業説明会参加予定者が説明会前に参加企業の情報収集を行えるよう、

企業情報の概要や企業紹介動画等を事前にＷＥＢ等を活用し発信する。 

   ② 事業のプロモーション業務 

本事業の受託者は、事業の周知広報、広報媒体の作成、参加企業の募集、参加

者の募集を行う。 

    ③ その他 

      受託者は、上記の業務を実施するにあたり、事業が円滑に行われるよう委託者

（以下「事務局」という）との調整、参加企業との調整、事業全体の統括等を行

う。 

      

(2) 納入成果品等 

本事業で納入する成果品等は以下のとおり。 

① 業務実施計画書                   １式 

② 業務報告書                     １式 

③ その他事務局が必要と認めたもの           １式 

 

１．４ 選定方針 

(1) 企画の妥当性 

本事業の目的及び目標を達成するための趣旨を理解した企画になっているか。

参加者及び参加企業の双方が企業説明会に参加しやすく、参加意欲の沸く内容と
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なっているか。その他、参加企業へのフォローや企業の魅力発信に向けた方策につ

いて提案がされているか。 

  (2) プロモーション方法 

どのような広報を行い、どのように参加者の増加を図るのか。県内外に対する情 

報発信は効果的か。 

(3) 企画の実現性 

     本事業を展開する中で、企画のスケジュール、執行体制や人員体制は妥当か。 

これまで同様な事業として、どのような事業に携わってきたのか。 

 (4) プレゼンテーション 

      提案内容に説得力があり、裏付ける根拠があるか。 

(5) 経費の妥当性 

      費用の算出根拠が明解、かつ提案内容に対して価格が優れているか。 

 

１．５ 提案書の作成 

(1) 提案書の位置づけ 

提案書は、提案競争の結果、事務局及び選定委員会が選定した受託候補者間にお

いて締結する本事業の契約内容を規定するもの。 

(2) 提案書の様式 

提案書は、「とやま呉西圏域連携就業マッチング支援事業業務委託に係る提案書 

作成要領（以下、「提案書作成要領」という。）」に従い作成すること。 

 

２ 提案依頼事項 

２．１ 就業マッチング支援事業 

(1) 概要 

    本事業の受託者は、とやま呉西圏域内企業と求職者の就業マッチングを図るた 

め、対面による企業説明会が実施可能な環境を整えること。 

また、企業説明会参加予定者が説明会前に参加企業の情報収集を行えるよう、

ＷＥＢ等を活用し、情報発信に係る環境を整えること。 

       

    (2) 提案依頼内容 

① 企業説明会（仮称） 

企業と求職者をマッチングする企業説明会（仮称）について実施方法など具体的 

に提案すること。 

   ・実施日時 実施日は令和６年３月６日（水）または７日（木）のいずれか１日

とし、午前・午後の二部構成とする。 

   ・会場   高岡テクノドーム（高岡市二塚 322－5） 

・対象   ・県内外の大学生、大学院生、高等専門学校生、短大生 

（２０２５年３月卒業見込みの者） 
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      ・２０２４年春卒業者をはじめ、転職希望者や UIJ ターン希望者、 

留学生など、とやま呉西圏域内企業へ就職を希望する者 

※参加料は無料とすること。 

・目標参加者数 ２５０名以上 

   ・参加企業 とやま呉西圏域内企業１６０社 

（午前・午後 各部８０社ずつとする。） 

    ※企業の選定においては、公募を行い、受託者が参加企業案を作成し、事務局

と協議したうえで決定すること。また、企業との折衝は受託者で行うこと。 

    ※参加企業の出展料は、無料とすること。但し、参加企業が自社の PRをより

効果的に行うための、有料の追加メニューを提示することは妨げない。追加

メニューの内容及び料金設定は、事務局と協議の上、決定すること。なお、

追加メニューに係る契約は、参加企業と受託者とで締結すること。 

    ※参加企業及び参加者への当日アンケート調査を実施し、結果を集計のうえ、

報告すること。 

    ※参加者を募集するにあたり、目標参加者数を達成できるような、またより多

くの企業ブースを訪問してもらえるような効果的な方法を具体的に提案す

ること。 

      例  ・クオカードや呉西６市のノベルティの配布 

         ・当日企業ブースを訪問した参加者についてはエントリーシートの

提出を不要とする 

         ・就職活動に役立つ情報を発信するブースの設置 

   ②  ＷＥＢ等活用による参加企業の情報発信 

    参加予定者が企業説明会の前に参加企業の情報収集を行えるよう、ＷＥＢ等

を活用し情報を発信する方法を具体的に提案すること。加えて、企業説明会に

参加できない方に対して、圏域内企業を広く認知できるようなコンテンツの提

供方法を提案すること。 

③  本事業の目的を達するため、イベント開催終了後においても、企業と参加者が

結びつくためのフォローアップ方策の提案があれば記載すること。 

④  その他、本事業の目的を達するための独自提案があれば記載すること。 

    例 ・参加者が呉西圏域での就業及びその後の生活のイメージができるよう、

企業情報以外の各市のＰＲ発信など 

 

２．２ プロモーション業務 

    (1) 概要 

本事業の効用を高めるため、就業マッチング支援事業に係る周知活動を行うも

の。 

(2) 提案依頼内容 

① 本事業の周知方法、対象地域及び頻度をすべて記載すること。  

     ※ＳＮＳを利用した周知方法を、複数取り入れること。 
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     例．テレビコマーシャル ○○テレビ（県内向け） 12/1～2/28 

       インターネット広告（検索エンジン）（全国向け）12/20～2/28 

       新聞広告 ○○新聞（北陸地域）・○○新聞（全国向け） 9/13、12/1 

       ホームページ特設サイト（全国向け）  11/15～3/31 

       チラシ・ポスター ○○枚作成のうえ 全国の大学〇校への周知 

② その他、独自提案があれば記載すること。 

 

２．３ その他関連業務など 

(1) 概要 

本事業の実現性を検証するため、企業概要などの提出を求めるもの。また、本

事業の進行管理及び事務局と受託者との相互調整を行うため、適宜、連携会議を

行う。その他、上記２．１～２．２の事業を実施するために必要な関連業務を行

う。 

 (2) 提案依頼内容 

     ①  企業概要（※）（様式３）について記載すること。 

      ※２者以上で構成する共同企業体による参加を認めるものとし、共同企業体に

て本事業に参加する場合は、すべての事業者について記載すること。 

②  これまで携わった同様の業務を実績調書（様式４）に記載すること。 

③  業務毎（１．３(1)①と②）に、提案者の業務体制図（様式５）等を記載するこ 

と。なお、提案者以外の者又は企業を利用して本事業の一部を行う場合には、請 

け負わせる業務の範囲、提案者以外の企業を使う理由を明記すること。 

④ 委託業務の品質管理を担保するため、本事業のスケジュールを記載すること。 

⑤ 本事業を行ううえで、行政との連携の観点から、事務局が関わることにより、 

より効果的、効率的に事業の成果が表れるような提案があれば記載すること。 

⑥ その他、本事業を行う上で必要な関連業務があれば記載すること。 

 

３ 見積書 

提案者は、提案書とともに見積書を提出すること。見積書には、算定根拠を可能な限

り記載すること。 

なお、金額は、消費税を含む総額表示とすること。 

   本事業を行ううえで必要となる資料の作成・印刷や会場使用料、設営費、企業との連

絡調整費などはすべて経費として見込むものとし、限度額を超えない範囲での提案と

すること。 

 

４ その他 

４．１ 関係法令等 

(1) 本業務の実施にあたっては、関係法令及び条例、その他の規定等を遵守すること。 
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(2) 受託者は、個人情報の管理及び取り扱いについて、個人情報保護法等を遵守し、

適正に行うこと。 

(3) 受託者は、個人情報に関する事故が発生した場合は、直ちに事務局にその旨報告 

  しなければならない。 

(4) 受託者は、業務の遂行上知り得た一切の事項について、これを第三者に漏洩して 

はならない。 

 

４．２ 成果品の帰属 

成果品の帰属に関する諸権利は、原則、以下のとおりとする。 

（1） 本事業の実施により得られた成果品、情報等は、事務局に帰属し、受託者は許 

可なく使用または流用してはならない。 

(2)  事務局が貸与した資料に基づく成果品データの著作権・所有権等の権利は、事 

務局が有する。 

 

４．３ 業務の一括再委託の禁止 

      受託者は、業務の全部または大部分を一括して第三者に委託し、又は請け負わせ

ることはできない。ただし、事務局が認めた場合は、業務の一部を第三者に委託し、

又は請け負わせることができる。再委託の可能性がある場合は、提案書の中であら

かじめ明記すること。 

 

４．４ 目標参加人数 

     受託者は、目標参加人数を達成するために効果的と思われる広報活動を行い、最

大限の努力を行うこと。効果測定により結果分析を報告書に盛り込むこと。 

 

４．５ 留意事項 

   (1) 受託者は、実施内容や使用する資料については、事前に事務局と協議すること。 

(2)  受託者は、事業実施のために必要な会場設営、運営スタッフの手配、当日受付、 

問い合わせ窓口、進行管理等開催に係る一切の業務を行うこと。 

 

４．６ 業務委託料の支払 

       受託者は、必要があると認めるときは、事務局の承認を得て、事務局に対し、業 

務委託料の全部又は一部を概算で請求することができる。 

 

 

 


